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商業資本の自立化の原理
加 藤
? ?
1 はじめに
マルクスは商品取引資本としての商業資本（以下商業資本という）の自立
化の原理あるいは法則について，主として『資本論』第3巻第4篇第16章に
おいて展開している。ここでは，その自立化の原理の主要な内容はのべられ
ているが，それが十分に整理され，分析しつくされているということはでき
ない。このことは，この箇所がマルクスの手によって仕上げられたのではな
く，彼の死後，マルクスの草稿をもとにエンゲルスの手によって編集された
ということに起因するものと思われる。日本では，宇野弘蔵，森下二次也両
氏をはじめとする多くの論者がこのマルクスの商業資本の自立化の原理につ
いて解釈をこころみたり，独自の主張をつけくわえてそれを深化・発展させ
(1) 
ようとしたが，そのなかでもっとも体系的にかつ精緻にそれをなされている
のは森下氏であろう。商業資本の自立化の原理の深化•発展に貢献された諸
論者なかでも森下氏の所説から多くのものを学ぶことができるが，しかし私
はこれら諸論者の所説のすべてに満足しているわけではない。以下におい
て，今まで多くの論者によって主張された諸見解を念頭におきつつ，商業資
(1) 宇野弘蔵「商業資本と商業利潤」「マ）レクス経済学原理論の研究」岩波書店，
森下二次也「硯代商業経済論」［改訂版〕有斐閣ブックス， 日高普「商業資本の
理論」時潮社，山口重克「商業資本と商業利潤」 (1)電気通信大学「学報」第16号
などを参照せよ。
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本の自立化の原理についてマルクスの主張を私なりに吟味し，それに若干の
(2) 
補足をくわえながら，その自立化の原理を再構成しようと思う。また，これ
との関連において，森下氏の商業資本の自立化の考え方を要約的に紹介し，
それに若干の検討をくわえる予定である。
2 マルクスの規定の分析
(1) 商業資本の自立化の可能性
マルクスは『資本論』第3巻第4篇第16章「商品取引資本」の箇所におい
て，それ以前の諸章において産業資本の自由な競争に媒介されて確定された
一般的利潤率の成立あるいは平均利潤の形成という一般的な外在的条件をま
ず前提とし，このような一般的な外在的条件下で商業資本を新たに考察にく
わえ，その自立化の原理の解明をおこない，この自立化が一般的利潤率にお
よぼす影響について分析している。これがこの章の中心的な考察課題となっ
ている。ちなみに，つぎの第17章「商業利澗」の箇所では，より具体的に一
般的利潤率の形成への商業資本の参加，換言すれば商業利潤の問題について
分析され，それによって一般的利潤率の形成の補足，修正がなされている。
マルクスはこのように，一般的利潤率の成立という一般的な外在的条件下に
おいて商業資本の自立化の原理について分析をこころみているが，まずこの
点の認識は重要である。この点に留意しつつ，マルクスの主張の分析・整理
にとりかかろう。
マルクスはまず，商業資本の自立化の根拠を問うことなく，その自立化を
事実として前提したうえで，この商業資本と産業資本の関連すなわち商業資
本の産業資本との同一性と差異性を分析している。この同一性は，商業資本
が産業資本総体の「商品資本すなわち貨幣の転化の過程をとおり市場で商品
資本としての機能をはたさなければならない商品資本以外のなにものでも
(2) 本稿は拙著「商業資本論の研究」ミネルヴァ書房，第2章の説明を補足するも
のである。
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(3) 
ない」という点にあるが，この商業資本は産業資本の再生産過程において他
(4) 
の形態の資本と「区別され」， 独自の機能をおこなっている。 このように産
業資本の一形態としての商品資本が存在し，他の形態の資本と区別され，貨
幣への転化という相対的に独自の機能をはたしていることのなかに，商業資
本の自立化の可能性，換言すれば商業資本の自立化のための準備をみいだす
ことができる。
つづいて，マルクスは商業資本の産業資本との差異性すなわち商業資本の
独自性を析出している。なお，この独自性のゆえに，商業資本は自立化の要
求にこたえることができ，自立化の利益・効果を生みだすことが可能となる
のである。だが，この点は後述するとして，この商業資本の独自性について
いえば， これは，商品資本の機能が「生産者の付随的な操作としてではな
く，今では資本家の特殊な種類である商品取引業者の専門の操作としてあら
(5) 
われ，ひとつの特殊な投資に属する営業として独立させられている」という
ことである。すなわち，産業資本がみずから企業内分業というかたちをとっ、
て商品資本の機能を遂行するのではなく，商業資本という特殊な資本が「社
(6) 
会的分業」というかたちをとって，それを再販売購入という独自の運動形態
をえがきながら専門的に媒介するのである。しかも，商業資本はそのために
(7) 
「貨幣資本（自分のかまたは借り入れたそれ）をこの立場で前貸しする」。
このように，商業資本は社会的分業の一環を形成する特殊な資本として商品
資本の機能を専門的に媒介するが，この点にその独自性がある。
(2) 商業資本の自立化の根拠
さて，上記のような側面をもって存在する商業資本は，どのような社会的
(3) K. Marx, Das Kapital, Dietz Verlag Berlin, 1964, Bd. II. S. 281.邦訳
「資本論」第4分冊，大月書店普及版， 339ペー ジ。（以下，原書，訳本はこれを
もちいる。）
(4) Ebenda, S. 279.同上訳， 336ペー ジ。
(5) Ebenda, S. 281.同上訳， 339ペー ジ。
(6) Ebenda, S. 283.同上訳， 341ペー ジ。
(7) Ebenda, SS. 283:-4.同上訳， 342ペー ジ。
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な要求を根拠にして産業資本の商品資本から自立化するのであろうか。これ
がつぎに分析されなければならない課題であるが，これは商品資本の運動と
しての資本の流通過程の性格を解明することによって解決されよう。流通過
程の性格について，マルクスは『資本論』および『経済学批判要綱』におい
てつぎのように分析している。
資本の流通過程は資本の再生産過程の一環を構成している。それゆえに，
この流通過程は資本の循環にとって不可欠ないわば必然的な過程である。
「生産としての資本はその全運動の必然的な条件および契機としての流通を
(8) (9) 
前提する」。あるいは「流通は資本の本質的過程としてあらわれる」。しかし
ながら，この流通過程においては，資本の生産過程で生産された商品の姿態
変換，換言すれば価値の形態転化（素材的には使用価値の持手交替あるいは
社会的質料変換）がおこなわれるにすぎず，価値も使用価値も生産されな
い。すなわち， この流通過程は不生産的な過程である。「流通時間は，資本
が自己を，したがってまた剰余価値を再生産する能力の止揚されている時間
(10) 
としてあらわれる」。したがって，流通過程あるいは流通時間・期間およぴ
これに規定されて必要となる純粋流通費用は，一般に資本の価値形成・増殖
がおこなわれる生産過程あるいは生産時間・期間をその長さに比例して制限
する。「流通時間は，労働の生産性の制限＝必要労働時間の増大＝剰余労働時
(11) 
間の減少＝資本の自己増殖過程の抑止，制限としてあらわれる」。「流通期間
・ (12) 、
と生産期間とは互いに排除しあう」。商品の「変態に流通期間一ーそのあいだ
は資本がおよそなにも生産せず，したがって剰余価値も生産しない期間―--
が費やされるかぎりでは，この期間は価値創造の制限である。そして，剰余
(8) K. Marx, Grundrisse der Kritik der politischen Llkonomie, Dietz Verlag 
Berlin, 1953, S. 309.高木幸二郎監訳「経済学批判要綱」大月書店， 334ペー
ジ。（以下，原書，訳本はこれをもちいる。）
(9) Ebenda, S. 433.同上訳， 471ペー ジ。 ~ 
(10) Ebenda, S. 550.同上訳， 607ペー ジ。
(11) Ebenda, S. 438.同上訳， 476ペー ジ。
(12) K. Marx, a. a. 0., Bd. I, S.127.前掲訳，第3分冊， 153ペー ジ。
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価値は，利潤率としては流通期間の長さにちょうど反比例するものとしてあ
(13) 
らわされるであろう」。
このような再生産過程の運行にとって必要不可欠な期間ではあるけれど
も，価値形成的でない流通期間のなかでとくに困難で重要である販売期間や
ここで必要な純粋流通費用を主として節減的に代位し，もって資本総体の利
潤をひきあげようとする資本の本性にもとづく要求が，社会的規模で形成さ
れてくる。「流通時間＝0と措定すること，すなわち自己自身を止揚するこ
(14) 
とに努力することは，資本の必然的傾向である」。そして， この要求にこた
えるものとして産業資本の商品資本から自立化・独立化したのが商業資本で
ある。
上述のように商業資本は，資本総体の利潤追求という資本の論理•本性の
展開として自立化するが，もし商業資本が自立化して商品資本の機能を媒介
的に遂行しないとすれば，産業資本がみずから企業内分業というかたちをと
って，生産機能のあとで，あるいはそれと並行して商品の販売機能を付随的
な操作としてはたさなければならない。もちろん，この場合でも企業内分業
によって非価値形成的な流通時間や純粋流通費用の節減の効果が一定程度生
みだされる。だが，このようなかたちでの産業資本による商品資本の機能の
直接無媒介の担当によるよりもさらに大きな節減効果が期待でき， その結
(15) 
果，「前貸資本にたいする剰余価値の割合，つまり利潤率を高く」したり、
(16) 
「資本のうちの直接に生産に充用される部分を増大させ」たりすることが可
能となるならば，その別のかたちを追求するのが資本の本性にもとずく必然
的な行動であろう。その別の商品資本の機能の担当のかたちは，商業資本が
自立化し，社会的分業としてそれを媒介的におこなうかたちである。もっと
(13) Ebenda, Bd. II, S. 291.同上訳，第4分冊， 350~1ペー ジ。
(14) K. Marx, Grundrisse der Kritik der politischen Okonomie, S. 522. 前掲
訳， 575ペー ジ。
(15) K. Marx, Das Kapital, Bd. II, S. 291.前掲訳，第4分冊， 351ペー ジ。
(16) Bbenda.同上訳。
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も，商業資本によって商品の売買過程が集中的に代位されても，価値形成的
でないという流通過程の本来的な不生産的性格はかわらない。商業資本の自
立化の意味は，社会の労働力と労働時間のなかから，このような不生産的機
能に拘束される部分をより小さくするという点にある。したがって，商業資
本は，「むだなエネルギー支出を減らしたり，生産期間の解放を助けたりす
(17) 
るひとつの機械」であるとみなすことができよう。
以上は商業資本の自立化の根拠についてのマルクスの規定を私なりに補足
しながら分析・整理したものであるが， これはつぎのようにも表硯できよ
ぅ。資本主義的生産の本質はたんなる生産物の生産ではなく，剰余価値をふ
くむ商品の生産にあることはいうまでもない。したがって，資本主義下の資
本の社会的分業を規制する法則は剰余価値の視点からのものである。この自
然発生的な無政府的な資本間の分業を規制するこの法則は，．産業資本相互問．
の水平的な分業はもちろんのこと産業資本と商業資本のあいだの垂直的分業
にも一般的に貫徹する。しかし，後者の場合は前者の場合と貫徹の形態を異
にする。前者の産業資本相互間の水平的分業においては，資本の価値増殖が
直接的に増大する。これにたいして，後者の産業資本と商業資本のあいだの
垂直的分業においては，流通時間の短縮と純粋流通費用の節約によって，資
本の価値増殖が間接的に高められる。ここに両者のちがいがある。だがそれ
にもかかわらず，産業資本と商業資木の垂直的分業の根拠は，資本の生命と
もいうべき価値増殖にとって利益となる点にある。いいかえれば，商業資本
の自立化の根拠は，個々の資本の大きさに応じて等しく分配される総剰余価
値を増大せしめ，究極的に社会的総資本の一般的利潤率を上昇させることに
ある。
もちろん，分業一般の利益は，産業資本が自己の内部に販売部を設置し，
個別的に売買に専念するというかたちの企業内分業によっても一定程度創出・
される。だが，資本間の社会的分業として，つぎにみるように商業資本に社
会的集中的に商品販売を媒介させるほうがはるかに大きな利益が生じる。か
(17) Bbenda, Bd. I, S.133.同上訳，第3分冊， 161ペー ジ。
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くして，価値増殖の極大化をめざす資本の本性と産業資本がみずから個別的
に商品販売を担当するという形態のあいだに矛盾が生じ，この矛盾を展開の
推進力として商業資本が産業資本の商品資本から自立化する。
(3) 商業資本の自立化の必然性
上記のような根拠をもとにして産業資本から自立化する商業資本は，どの
ようなかたちをとって流通時間と純粋流通費用の節減をおこない，その根拠
を現実化せしめるのであろうか。つまり，商業資本の自立化の必然性を解明
することがつぎの考察課題である。この課題は商業資本の内在的条件およぴ
(18) 
能力，その実現としての商業資本の自立化の効果•利益あるいは「役立ち」
を析出することによって達成されよう。なお，商業資本の内在的条件は前述
したように，商業資本の独自性に基礎づけられたものである。
マルクスは，これについてつぎのようにのべている。商業資本が社会的に
必要な範囲内にあれば，第1に「分業の結果として，もっぱら売買だけに従
事する資本（これには，商品を買いいれるための貨幣のほかに，商人的業務
の経営に必要な労働や商人の不変資本である倉庫の建物や運輸などに投じな
ければならない貨幣が属する）は，かりに産業資本家が自分の業務の商業的
(19) 
部分も全部自分で営まなければならない場合に比べて， より小さい」。第2
に，「商人が専門にこの業務に従事するので，生産者にとって自分の商品が
より速く貨幣に転化させられるだけでなく，商品資本そのものの変態が生産
(20) 
者の手のなかでする場合よりも，よく速くなる」。第3に，「商人資本全体を
産業資本と対比してみれば，商人資本の 1回転は，ひとつの生産部面にある
多数の資本の回転をあらわすだけでなく，いろいろな生産部面にあるいくつ
(21) 
もの資本の回転をもあらわすことができる」。
(18) Ebenda, Bd. II, S, 291.同上訳，第4分冊， 351ペー ジ。
(19). Ebenda, SS. 286-7.同上訳， 345ペー ジ。
(20) Ebenda, S. 287.同上訳。
(21) Ebenda.同上訳， 346ペー ジ。
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このようなマルクスの説明には若干注解が必要であろう。上記の3つの項
目は商業資本の内在的条件あるいはその実現としての商業資本の自立化の効
果をのべたものであるが，相互にかさなる部分をふくんでいる。この部分を
整理すれば， 3つの異なった側面が析出される。ひとつには，産業資本がみ
ずから売買する場合におけるように個々的に分散していた売買や売買操作が
商業資本のもとに社会的に集中されるが，その集中それ自体によってもっぱ
ら売買や売買操作に従事する資本が産業資本相互間で共同利用され，それが
社会的に縮小するという利益が生じる。すなわち，商業資本は，「生産のた
めに前貸しされた資本のうち貨幣準備，購買手段としていつでも産業家の手
にあっていつでも彼らの貨幣資本として流通しなければならない部分を，縮
(22) 
小された規模であらわしている」。 もうひとつには，商業資本がもっばら売
買や売買操作に従事することそれ自体にもとづいて，専門化の利益が生じ
る。そして，最後には，商業資本が産業資本から切りはなされて相対的に独
自な運動を展開し，多数の産業資本の販売を社会的集中的に媒介するが，そ
の社会的集中的な媒介それ自体によって売買そのものや売買操作そのものの
社会的集中化・大規模化の利益が生じる。このような 3つの側面を有する商
業資本の売買や売買操作に媒介されて，社会的に流通時間と純粋流通費用の
節減の効果ないしは利益が創出される。このなかで第1の側面から生じる利
(23) 
益は， 「貸付資本として自立化しても，全く同様の効果が期待さ」れるもの
であり，また第2の側面から生じる専門化の利益は，産業資本の内部におけ
る企業内分業によってもある程度達成されるものである。これにたいして，
第3の側面から生じる利益は，商業資本が産業資本から自立化し，社会的分
業の一環を形成していることにもとづいて生じる商業資本に固有のものであ
り，いわば商業資本のもとへの売買そのものや売買操作そのものの社会的な
集中化・大規模化にもとづく利益であるということができる。
以上において，マルクスの商業資本の自立化の必然性についての規定を分
(22) Ebenda, S. 290.同上訳， 349ページ。
(23) 森下二次也，前掲書， 63ページ。
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析的に検討した。そこでは単純再生産が想定され，市場規模を一定としたう
えで，産業資本がみずから売買を担当するよりも商業資本を自立化させたほ
うが流通時間と純粋流通費用の節減効果は大きくなり，その結果，一般的利
潤率が上昇するということが解明された。商業資本の自立化の原理を分析す
るためには， このような想定で十分であった。だが， これとの関連におい
もつぎのようなマルクスの記述はどのように理解されるべきであろうか。
この点の検討をおこない，マルクスの規定の分析的検討を終えることにしよ
う。マルクスいわく。「商人資本が市場の拡大を助け資本家たちのあいだの
分業を媒介し，したがって資本がより大きな規模で仕事をすることを可能に
(24) 
するかぎりでは， その機能は産業資本の生産性とその蓄積を促進する」。こ
のようにマルクスは，商業資本の市場拡大が資本の拡大再生産を可能とし，
資本の貨殖を促進するとのべている。前述のように，マルクスが商業資本の
自立化の原理を分析するさいには，単純再生産と平均的密度をもった一定規
模の市場ということが想定されていた。商業資本の自立化の原理の解明に
は，このような想定で十分である。だが，資本主義的生産は一般に単純再生
産を基礎しながら，そのうえに展開される拡大再生産である。したがって，
資本主義的市場もそれに応じて拡大化していかなければならない。そもそ
も，市場とは商品価値の実硯の領域あるいは商品をめぐる売手と買手の襲係
部面である。したがって，市場の拡大は生産の拡大にもとづいた商品価値の
実現の領域の拡大すなわち商品資本の機能する領域の拡大である。換言すれ
ば，市場の拡大は産出された商品からみれば，その買手の数をふやし，従来
より大量に価値実現をおこなうということである。そのためにはもちろん，
売買操作が従来以上に投入されなければならない。この市場拡大には既存市
場を深耕して従来よりも高い市場密度にし，そこで増大した商品を販売する
という内包的な拡大と既存市場の外部に新しい買手を求め，そこで増大化し
た商品資本の機能を遂行するという外延的な拡大の 2つのかたちがある。こ
のように2つのかたちで達成される市場拡大によって，拡大された規模で作
(24) K. Marx, Das Kapital, Bd. II, S. 291.前掲訳，第4分冊， 351ペー ジ。
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られた商品の価値実現が保証されることになるが，逆に市場拡大によって拡
大再生産の規模の拡大がいっそう促進されるという反作用についても留意さ
れなければならない。
ともあれ，市場の拡大は商品価値の実現あるいはそのための諸操作の拡大
であるが，この市場の拡大が商業資本によってなされないとすれば，それは
当然に産業資本みずからの手によってなされなければならない。そのために
店舗の増設や流通労働者の補充や種々の販売促進の増大などが必要となり，
既存市場で必要だった売買費用よりも多くのものが必要になることはいうま
でもない。それでは，マルクスがいうように商業資本がこの市場の拡大とい
う増大化した商品資本の機能を産業資本にかわって担当すればどうなるのか
といえば，これによって市場の拡大が社会的集中的になされ，産業資本がみ
ずから個々的にそれを担当するよりも流通時間と純粋流通費用がいっそう節
減される。すなわち，商業資本の自立化の利益がこの市場の拡大においても
生みだされるのである。
3 森下氏の商業資本の自立化論
(1) 森下氏の所説の概要
以上において，マルクスの商業資本の自立化の原理について，私なりに若
千補足しながら分析・整理した。以下では，マルクスの規定に依拠されなが
ら商業資本の自立化の原理について自説を展開されている諸論者のなかで，
それをもっとも体系的に整理されて展開されている森下氏の見解について若
千の検討をこころみよう。
森下氏は主著『現代商業経済論』（改訂版） （有斐閣プックス）において，
商業資本の自立化の原理についてつぎのように説明されている。氏の主張の
骨子をまず紹介しよう。商業資本の自立化の可能性は「社会の資本＝未分離
(25) 
の産業資本の本性のなかに与えられている」。それは商品買取資本部分につ
(25) 森下二次也，前揚書． 55ページ。
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いていえば，一方では社会の資本の一定量が流通時間の存在に規定されてつ
ねに貨幣形態で存在し，他方では同時にその一定量が商品形態にあって貨幣
形態への移行を待期しつつあるということであり，売買操作資本および危険
準備資本についていえば，売買費用の必要および危険準備の必要に規定され
て社会の資本の一定量がいつでも準備金として存在しているという点に求め
られる。「商業資本として自立化する以前にすでにその形態と目的によって
分割されていた社会の資本の一部が特殊の種類の資本として自立するにすぎ
(26) 
ない」。
だが，商業資本の自立化の可能性はその必然性ではない。それゆえ，つぎ
に問題となるのは，なぜにことあらためて独自の資本として自立化するにい
たったのかという商業資本の自立化の基礎はなにかということである。この
(27) 
問にたいして，「社会的資本の論理，あるいは社会的資本の法則」によって
こたえなければならない。いうまでもなく，資本主義的商品流通は私的商品
流通である。だから，それは私的商品流通の宿命である基本的矛盾からまぬ
がれることはできない。すなわち，商品が生産されても，それが必ず使用価
値として社会に受容されるとはかぎらないし，かりに使用価値として認めら
れても，この価値に相応した価格で販売できるかどうかわからない。つま
(28) 
り，「販売の偶然性である」。もちろん，資本主義的商品流通はたんなる商品
流通ではなく，同時に資本の流通であるが， これは上記の矛盾を解決でき
ず，それをいっそう深刻なものにする。「販売の偶然性は資本主義の成立発
展とともにいよいよ増大する。その結果販売に必要な時間は延長し，販売に
必要な労働は，対象化された労働をも含めて加重され，また販売危険も増大
(29) 
せざるをえない」。資本家的生産者は，販売時間や販売労働や販売危険をす
べて資本のかたちで負担しなければならないが，これらは販売のためにのみ
(26) 同上。
(27) 同上， 56ペー ジ。
(28) 同上。
(29) 同上， 57ペー ジ。
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前貸しされるものであるから，価値も剰余価値も生産せず，「一般的利潤率
(30) 
の低下」をひきおこす。かくして，「資本主義は販売の偶然性をいよいよ増
大させ，その結果また販売労働の加重，販売時間の長期化をもたらすのであ
るが，その反面またこのような販売の偶然性を能うかぎり克服し，あわせて
販売労働の軽減，販売時間の短縮をはかろうとする志向を一層強めざるをえ
ない。商業資本の自立化はこのような傾向と志向とに基礎をおくものである
(31) 
ということができる」。
このように商業資本の自立化の基礎についてのべ，つづいて森下氏は商業
(32) 
資本がどのようにして上記の「資本の要求」にこたえることができるかとい
うことを分析することによって，商業資本の自立化の必然性を解明されてい
る。森下氏いわく。資本の要求にこたえるために商業資本が自立化するが，
これによって，産業資本がみずから最終消費者へ販売するのに比して，それ
への販売がいっそう容易に迅速におこなわれ，販売労働の節約，販売時間の
短縮，危険負担のための費用の軽減が実現される。そこで，まず考えられる
(33) 
のは「分業による専門化の利益」である。すなわち，自立化した商業資本は
販売の任務に専念する専業者である。しかも，商業資本は市場の拡張にも専
門的な手腕を発揮する。しかしながら，たんに分業による専門化の利益を指
摘しただけではなお，商業資本の自立化の必然性はあきらかにならない。な
ぜならば，分業による専門化の利益は必ずしも社会的分業を予定せず，産業
資本内部に販売部を設置し，専属の使用人を置き，作業場内分業をおこなう
ことからも期待できるからである。だから，商業資本の自立化による専門化
の利益以外の独自の利益が析出されなければならない。商業資本は消費のた
めに買うのではなく，再販売のために買うのだから，商業資本の購買は商品
の使用価値の質と量からの制限をうけない。商業資本は同種の商品を同じ産
(30) 同上， 58ページ。
(31) 同上。
(32) 同上， 59ページ。
(33) 同合， 60ページ。
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業部門の多数の資本から買うことができるばかりでなく，異種の商品を異な
った産業部門の多数の資本から買うことができる。商業資本は「産業資本家
の自立化した販売代理人であるが，特定の一産業資本家の専属代理人ではな
(34) 
も多数の産業資本家たちの共同代理人である」。
ここでまず指摘できるのは，産業資本のもとへの貨幣予備としての資本の
集中，多数の産業資本によるその共同利用，それによる流通に必要な貨幣形
態の流通資本の節約である。これは商業資本のうちの商品買取資本にかんす
ることであるが，売買操作資本や危険準備資本についてもまったく同じこと
がいえる。ところが，このこともまた商業資本の自立化を説明するには不十
分である。けだし，このことは「商業資本の貸付資本的性格にもとづくもの
であって，本来の商業資本的性格からくるものではない。流通に必要な貨幣
予備が商業資本としてではなく，貸付資本として自立化しても，全く同様の
(35) 
結果が期待さるべきはずのもの」だからである。
それでは，商業資本の本来的性格から生まれる利益とはどのようなもので
あろうか。まずはじめに，売買操作の集中による利益がある。売買操作の集
中は，通常作業単位の大規模化をもたらし，その結果，物的かつ人的な販売
費用を節減せしめる。だが，売買操作は売買そのものではない。 したがっ
て，売買操作を売買から切りはなし，これを自立的に集中化させることもで
きる。だとすれば，この点もまた「商業資本自立化の決定的契機となしえな
い。商業資本の商業資本たる所以は，それが商品買取資本であることにある
(36) 
からである」。だから，売買操作の集中の利益ではなく，売買そのものの集
中の利益がより重要である。多数の売買の商業資本のもとへの集中は，「売
(37) 
買の一種の社会化を意味する」。商業資本が売買を社会的に集中することに
よって，「販売と購買との接合が，個々に孤立しておこなわれていた場合に
(34) 同上， 62ペー ジ。
(35) 同上， 63ペー ジ。
(36) 同上， 64ペー ジ。
(37) 同上， 65ペー ジ。
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(38) 
くらべて著しく容易になる」。ただ， 困難なものが困難でなくなるというだ
けでなく，そうでなければついに購買をみいだすことができなかったはずの
販売を実現させることができる。これには 2つの内容がふくまれている。こ
れはひとつには，売手と買手がたがいに存在を知らないことによって生じる
(39) 
「販売と購買の不一致を除去することができる」。それだけではない。資本
主義的経済の発展につれて市場は拡大されるが，この拡大は分散的販売を不
可能にする。「商業資本は個別にこの大量販売の要求に応じ得ない産業資本
の販売を集中することによってこれを実現させる。もちろんこの場合におい
ても販売が実硯されるのは一方において需要が存在するからである。販売の
集中化，社会化によって除去されるのは個別的販売のもつ偶然性であって，
(40) 
販売そのもの偶然性ではない」。
このような売買そのものの集中によって個別的販売の偶然性が除去される
結果，販売時間が短縮されるだけでなく，危険の軽減もある程度期待するこ
とができる。もちろん，この時間の短縮，危険の軽減も結局はそのために必
要な貨幣予備の節約としてのみ資本にとって意味をもつ。だが，この貨幣予
備の節約は売買そのものの集中化にもとづくものであり，たんなる貨幣予備
としての資本集中，その共同利用や売買操作そのものの集中と異なり，商品
(41) 
資本の貨幣資本への転形過程にたいして「作用する」。これによってまた，
売買操作資本も節約せしめられる。なぜならば，第1に販売の容易化は，た
んに販売時間を短縮せしめるだけでなく，それに応じて販売労働を節減せし
め，第2に売買の集中は必要な取引数を減少させ，単位取引を大規模化する
ことによって，取引に必要な労働を相対的に減少させるからである。この場
合の販売労働の節約は，上述の売買操作そのものの集中にもとづくものとは
区別されなければならない。
(38) 同上。
(39) 同上。
(40) 同上。
(41) 同上。
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かくして，売買そのものの集中にもとづく販売の容易化，販売労働の節約
は，多数の産業資本の商品資本から貨幣資本への転形を集中的・社会的に代
行する商業資本の本来的性格にもとづくものである。「それ故商業資本自立
化の必然性は基本的にはこれをもって説明されなくてはならない。もちろん
それによって自立化した商業資本には当然にその貸付資本的性格からくる貨
幣予備の節約や，分業による専門化の利益が結びつき，さらに実際上多くの
場合売買操作の集中化にもとづく販売労働の軽減が随伴し，その効果が総合
的に発揮されることになる。しかし，これらはあくまでも自立化に随伴する
(42) 
ものであって，それ自体商業資本自立化の起動因たりうるものではない」。
以上において，森下氏は資本の本性にもとづいて，その一部が他の形態と
してではなく，ほかならぬ商業資本として自立化する必然性について分析さ
れた。しかし，「その必然性は一定の条件のもとにおいての必然性であるこ
(43) 
とを忘れてはならない」と氏はいわれ，第2節でみたようにマルクスが『資
本論』の当該箇所で商業資本の自立化の一般的な外在的条件を，この自立化
の原理を解明する前提として最初に設定しているのとは異なって，この原理
の解明のしめくくりとして最後に位置づけて，商業資本の自立化の一般的な
外在的条件を析出されている。しかし，これをマルクスのように最初に位置
づけるのではなくて，森下氏のように最後に位置づけられても，その一般的
な外在的条件によって規定さるということ自体にかわりはない。重要なのは
その中味である。森下氏は，商業資本が必然的に自立化するための条件につ
いてつぎのようにいわれている。商業資本の自立化が必然化するためには，
「販売のための資本投下の社会的節約＝生産のための資本投下の社会的増大
＝剰余価値生産の社会的増大が，同時にまた個々の産業資本にとっての利潤
の増大をもたらすものとなりうるような条件が与えられていなければならな
い。そしてそのような条件は自由な競争のもとでの一般的利潤率の形成によ
(42) 同上， 67ペー ジ。
(43) 同上， 68ペー ジ。
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(44) 
って与えられている」。そして， このような条件下で，商業資本の自立化が
必然化するのである。
(2) 森下氏の所説の若干の検討
以上は，森下氏の商業資本の自立化の原理についての考え方の骨子である
が，みられるように氏は基本的に上記で私が若千補足しながら整理したマル
クスの考え方に依拠され，それをいっそう精緻化し，休系的に整理されたも
のである。したがって，私も氏の考え方に基本的に同意するものである。だ
が，つぎの 2点において若千の疑義がある。
第1に，森下氏は商業資本の自立化の基礎として増大する販売の偶然性の
できるかぎりの克服，それによる販売労働（対象化された労働も含む）の軽
減，販売時間の短縮をはかろうとする資本の本性にもとづく志向・傾向をあ
げられている。このような志向・傾向を商業資本の自立化の基礎とされる点
には，まったく問題はない。問題は，販売の偶然性の増大，それによる販売労
働の加重，販売時間の長期化といわれる氏の主張にある。氏にあっては，販
売の偶然性は，いいかえれば商品の生産と消費の不一致あるいは販売と購買
の不一致ということであるが，はたしてこの販売の偶然性の存在に規定され
て，販売労働や販売時間は必要となるものだろうか。もちろん，個々の産業
資本にとっては，自己の生産した商品が使用価値として社会的に腿知される
とはかぎらず，もしそうされても，価値どうりの価格で売れるかどうかわか
らない。また，社会的総産業資本にとってもしばしば同じことがいえる。だ
(45) 
が，『資本論』のような「資本の核心的構造を分析する」基礎理論的な論理
次元では，上記のような生産が消費より大きくなる状態と逆に消費が生産よ
り大きくなる状態が包含されながら，生産された商品は使用価値として社会
的に恩められ，価値どうりの価格で販売されるという社会的に平均的な生産
と消費の一致あるいは販売と購買の一致という理想的状態が想定されなけれ
(44) 同上， 69ペー ジ。
(45) K. Marx, Das Kapital, Bd. II, S. 278.前掲訳，第4分冊， 335ペー ジ。
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ばならないし，また『資本論』では実際そのようになっている。例えば，森
下氏のいわれる販売の偶然性の論拠となったと思われる『資本論』第1巻第
1篇第3章第2節a「商品の変態」の当該箇所のすぐあとで，マルクスはつ
ぎのようにいっている。「分業は，労働生産物を商品に転化させ， そうする
ことによって労働生産物の貨幣への転化を必然にする。同時に，分業はこの
化体が成功するかどうかを偶然にする。とはいえ，ここでは硯象を純粋に考
察しなければならず， したがってその正常な進行を前提しなければならな
い。そこで，とにかく事が進行して，商品が売れないようなことがないとす
れば，商品の形態変換は，変則的にはこの形態変換で実体――—価値量—が
減らされたり加えられたりすることがあるとしても，つねにおこなわれてい
匁？。•
では，このように生産と消費の一致あるいは販売と購買の一致という事態
の正常な進行を前提にして，現象を純粋に分析すれば，販売時間や販売労働
はなにに規定されて必然化するのだろうか。それは販売の偶然性に規定され
て必然化するのではなくて，上記の『資本論』の引用文の前半部分でいわれ
ているように，私的所有を基礎とする分業が商品の貨幣への転化を必然化す
るといういわば販売の必然性に規定されて必然化する。すなわち，私的所有
をもとにして分業がおこなわれる資本主義的生産においては，生産された商
品は買手をみつけ，貨幣の姿に転化（素材的には生産物の持手交替，あるい
は社会的質料変換）しなければならないが，このために商品の種類にしたが
って一定の販売時間と販売労働が必要となるのである。なお，資本主義的商
品生産は私的所有に立脚する分業という社会的に無計画的なものであるの
で，ここで必要になる販売時間や販売労働は，共同所有に立脚する分業とい
う社会的に計画的な生産体制に比べて，はるかに大きなものになるのはいう
までもない。かくして必然化する販売に規定されて必要となる一定の販売時
間や販売労働が，商業資本の自立化の根拠あるいは基礎を分析するさいに問
題になるのである。したがって，この点にかんする氏の想定には賛同できな
(46) Ebenda, Bd. I, S. 122.同上訳，第1分冊， 143ペー ジ。
18(686) 第 26巻第 6 号
し‘
第゜2に，森下氏は売買そのものの集中によって生みだされる利益を分析さ
れるさいに，資本主義的経済の発展につれて拡大された市場での大量販売の
要求に個別的に応じえない産業資本にかわって，商業資本が販売を集中する
ことによってその要求に応じるとのぺられているが，はたして産業資本が個
別的に対応できないものであろうか。私にはそうは思われない。というの
は，産業資本もそのために必要な販売時間や販売労働あるいはそのための資
本（生産継続のための準備金と売買操作に要する資本）の大量投入をおこな
えば，個別的に可能となるが，費用節減の視点から現実化しないだけだから
である。すなわち，私がマルクスの規定を分析した第2節の最後で補足的に
のべたように，商業資本が市場拡大を代行するのは，産業資本がみずから直
接的にそれをおこなうよりも流通時間と純粋流通費用がいっそう節減される
点に起因するのである。
